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今日の紙面から

11/16から 万代・駅南で順次社会実験

地下通路などに仮設駐輪場
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実質赤字比率

　一般会計等の実質赤字額の標準財政規模（※１）に対する
比率。収入に対する赤字の割合。
（※１　標準財政規模とは、その地方公共団体の標準的な状
態で通常収入が見込まれる一般財源の規模）
　本市は、赤字でなく黒字。

連結実質赤字比率
　全会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率。収入
に対する地方公共団体全体の赤字の割合。　　
　本市は赤字でなく黒字。

実質公債費比率

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金（※２）
の標準財政規模に対する比率。借入金の返済額の大きさなど、
資金繰りの危険度を示す。
（※２　準元利償還金とは、一般会計等からの繰出金のうち、
公営企業債の償還に充てたと認められるものなど）

将来負担比率

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（※３）の標準財
政規模に対する比率。負債が将来、財政を圧迫する可能性の
大きさを示す。
（※３　将来負担すべき実質的な負債とは、一般会計等が償
還する地方債や、負担する退職手当支給予定額などの合計）

　　　　　　　　　経営健全化
　　　　　　　　　　基準 説明

資
金
不
足
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農業集落排水事業会計 　公営企業ごとの資金不足額が、それぞれの事業規模（※４）
に対し、どの程度あるかを示す比率。経営状況の健全度を
示す。
（※４　事業規模とは、料金収入など主たる営業活動から生
じる利益に相当する額）
　本市の場合、全会計とも資金不足なし。

中央卸売市場事業会計
と畜場事業会計
病院事業会計
下水道事業会計
水道事業会計

歳入
　歳入全体では、19年度の3,138億4,914万円に対し、
20年度は3,308億8,180万円で、5.4％の増となりまし
た。
　前年度と比較すると、税制改正などにより市税が
1.3％増となったほか、｢減収補てん特例交付金｣の新
設などにより地方特例交付金が132.5％増、建設事業
費の増に伴い国庫支出金が21.7％増、市債が28.1％
増となっています。一方で、道路特定財源の暫定税
率の失効などにより地方譲与税が5.2％減、税交付金
が8.0％減となっています。

歳出
　歳出全体では、19年度の3,111億1,789万円に対し、
20年度は3,276億498万円で、5.3％の増となりました。
　前年度と比較すると、生活保護扶助などによる扶
助費が5.4％増、後期高齢者医療制度の開始などに
伴う補助費が16.7％、新潟駅周辺整備や小中学校の
耐震補強などにより建設事業費が27.5％増となって
います。一方で、職員数の減に伴い人件費が1.6％減、
老人保健事業会計への繰出金の減などにより、その
他が9.4％減になっています。

平成20年度一般会計決算の概要
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主要基金現在高の推移 市債（借入金）現在高の推移

　基金は市の貯金といえるものです。
　「財政調整基金」は、緊急な支出に備
えるための、「都市整備基金｣は公共施
設を整備するための、「市債管理基金」
は市債の償還に備えるための基金で
す。
　財政調整基金は、年度当初に40億円
取り崩す予定でしたが、年度末に一定
の執行残が生じたことや今後の財政需
要を考慮して、一部取り崩しを中止し、
10億円を取り崩しました。都市整備基
金は小・中学校の改築や耐震補強など
のため、15億円を取り崩しました。
　この３基金を含む積立基金全体を人
口１人当たりで見ると、本市は39,550
円で、政令市平均と比較した場合、現
在高が多いといえます。

　長期間にわたり使用される公共
施設などの建設費用は、それらを
利用する次世代の市民にも公平に
負担してもらう必要があります。
そのため、借金をして整備を行い、
分割して返済していく方法をとっ
ています。
　20年度は、新潟駅周辺整備や合
併建設計画事業の進捗

ちょく

などにより
152億円増となっています。
　人口１人当たりで見ると、本市
は101万790円であり、政令市平均
と比較した場合、将来世代への負
担が少ないといえます。新潟市 39,550円

政令市平均 32,530円
※人口は平成21年３月31日現在の住民基本
台帳人口。ミニ公募債など満期日に一括し
て元金を償還するための積立金分を除く

人口１人当たり現在高
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新潟市 1,010,790円
政令市平均 1,245,271円

※人口は平成21年３月31日現在の住民基本
台帳人口
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　｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣に
基づき地方公共団体は、財政の健全化を判断する
４つの健全化判断比率及び資金不足比率を算定
し、公表することが義務付けられています。
　算定した指標＝図＝が、国が定める早期健全化
基準（資金不足比率は、経営健全化基準）を超えた
場合は、議会の議決を経て財政健全化計画（資金
不足比率は、経営健全化計画）の策定が必要となり
ます。また、さらに悪化した財政再生基準を超え
た場合は、財政再生計画の策定が必要となるほか、
起債の発行にも制限がかかるなど、国などの関与
のもと確実な再生を行う必要があります。
20年度決算における本市の指標

　20年度決算においては、前年度の実質公債費比
率11.5％から0.3％改善、将来負担比率137.0％から
0.8％改善し、健全化判断比率及び資金不足比率と
も基準を下回りました。総務省公表速報値による
政令指定都市平均と比較しても低い水準にありま
す。
　今後、社会福祉関係経費や合併建設計画をはじ
めとする社会資本整備の推進など多くの財政需要
が見込まれますが、これらの指標の動向を注視し
ながら、適正な財政運営に努めていきます。

平成20年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率

平成20年度の歳入歳出決算書は、市政情報室（市役所本館
１階）で閲覧できます。

問い合わせ　財務課（ 025-226-2195）
メールアドレス　zaimu@city.niigata.lg.jp
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一般会計歳入決算額　3,308億8,180万円
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一般会計歳出決算額　3,276億498万円
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